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参考資料４－１０ 入居官署に関する資料 

 

総務省 関東管区行政評価局 神奈川行政評価事務所（①神奈川行政評価事務所） 

ア 
業務の概要 
 
 

当官署は、行政相談、行政評価・監視、情報公開・個人情報保護総合案内所運
営等の業務を行っている。 
行政相談は、行政などへの苦情や意見・要望を受け付け、事実関係などの確認、

必要なあっせんや通知を行う。 
行政評価・監視は、行政運営の改善・適正化を図るために、国の行政機関にお

ける業務の実施状況を調査し、結果に基づいて勧告等の措置を対象行政機関に対
して行う。 
情報公開・個人情報保護総合案内所は、国と独立行政法人に係る情報公開制度

及び個人情報保護制度の仕組みや開示請求等に関する相談、問い合わせに対して
窓口案内や情報提供を行う。 

参考URL:http//www.soumu.go.jp/kanku/kanto/kanagawa.html 

イ 入居予定職員数 （常勤）13 名、（非常勤）5名 （内災害対策職員）0名 

ウ 
現状の外来者数
及び来庁車両台
数 

外来者数： （１日平均）約 0.3 名、（１日最大）約２名 
最大の時期／時間帯：5月頃 
概ねの滞在時間：30 分程度 
来庁車両台数：（１日平均）1台未満 台／日 （１日最大）1台未満 台／日 

エ 勤務時間 
【別添資料５－４】「入居官署毎の勤務時間、諸室毎の業務実施時間帯及び立入
りの制限等」参照 

オ ２４時間勤務の状況 
【別添資料５－４】「入居官署毎の勤務時間、諸室毎の業務実施時間帯及び立入
りの制限等」参照 

カ 
日曜日祝日開庁の状
況 

【別添資料５－４】「入居官署毎の勤務時間、諸室毎の業務実施時間帯及び立入
りの制限等」参照 

キ 
会議の開催状況 
(主なもの) 
 

会議名称・種類等 人数 時間(1 回当たり) 開催頻度（回／年）

行政相談委員代表者会議 23 3 3 

委員研修部会 23 2 2 

委員研修 30 3 2 

委員ブロック会議 50 3 1 

    

ク 
エントランスホ
ール等の共用部
利用の有無 

― 
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ケ 災害時の活動 

災害時の業務継続計画 
非常時優先業務、等の有無

策 定 さ れ て い
る。 

「総務省神奈川行政評価事務
所業務継続計画」による。 

活動拠点室 ― ― 

活動空間 ― ― 

活動支援室 ― ― 

活動支援空間 ― ― 

その他 ― ― 

具体的内容  
職員及び行政相談委員の安否確認、総務省 LAN の被害状況の確認及び復旧、災害
被害情報の収集及び報告、 

総務省神奈川行政評価事務所業務継続計画 平成27 年４月１ 日一部改正（抜
粋） 
非常事態の想定： 
首都直下地震（東京湾北部地震：マグニチュード７．３ ） 
① ある程度切迫性が高いと考えられること(注) 
② 都心部の揺れが強いこと 
③ 強い揺れの分布が広域的に広がっていること 
(注)マグニチュード７ 程度の地震は、南関東地域で今後10 0 年程度の間に数回
発生すると考えられる。 
非常用発電機の必要稼働時間： 
非常用発電機の必要稼働時間については、24 時間連続運転にて３日程度を想定。
情報通信： 
一般電話及び携帯電話（通話）は、発災後１週間から10 日間程度は、輻輳によ
りほとんどつながらないが、災害時優先電話の発信、衛星携帯電話（通話・メー
ル）、携帯電話（電子メール）は、使用可能と想定。 
インターネットについては、地震による専用回線やサーバ等の被害状況次第であ
るが、最悪の場合１週間程度は使用できないと想定。 
飲料水・食料： 
飲料水については、発災後３日間は水道が使用できないと考えられ、その間、貯
水タンクの貯留分について、制限付きで使用可能と想定。 
非常用飲料水及び備蓄食料については、非常時優先要員及び帰宅困難者を14 人
と想定し、７日分以上を確保。 
トイレ： 
上下水道が３日間程度機能を停止するため、この間は原則として使用不可となる
と想定。非常時優先要員用として簡易トイレ用ポリ袋を一人当たり１日５枚とし
て７日分以上に当たる量を備蓄済み。 

コ その他  
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法務省 横浜地方検察庁分室（②横浜地方検察庁分室） 

ア 業務の概要 

詳細は個別に貸与 
 
※実施方針に示す第一次審査結果の通知において、第二次審査資料提出資格があ
ると認められた応募者を対象に、個別に貸与する。 

参考URL:http//www.kensatsu.go.jp/content/001152647.pdf 

イ 入居予定職員数 （常勤）23 名、（非常勤）0名（内災害対策職員）17 名 

ウ 
現状の外来者数
及び来庁車両台
数 

外来者数： （１日平均）約 5名、（１日最大）約 16 名 
最大の時期／時間帯：10 月頃／10 時～15 時頃 
概ねの滞在時間：1時間程度 
来庁車両台数：（１日平均）2台／日 （１日最大）13 台／日 

エ 勤務時間 
※参考資料５－４「入居官署毎の勤務時間、諸室毎の業務実施時間帯及び立入り
の制限等」参照 

オ ２４時間勤務の状況
※参考資料５－４「入居官署毎の勤務時間、諸室毎の業務実施時間帯及び立入り
の制限等」参照 

カ 
日曜日祝日開庁の状
況 

※参考資料５－４「入居官署毎の勤務時間、諸室毎の業務実施時間帯及び立入り
の制限等」参照 

キ 
会議の開催状況 
(主なもの) 

会議名称・種類等 人数 時間(1 回当たり) 開催頻度（回／年）

無し    

    

    

    

    

ク 
エントランスホ
ール等の共用部
利用の有無 

― 

ケ 災害時の活動 

災害時の業務継続計画 
非常時優先業務、等の有無

策定されている 
「「横浜地方検察庁業務継続
計画」による。 

活動拠点室   

活動空間 事務室① 

活動内容：所管事務に関し，
必要な非常時優先業務が的確
に実施されているか否かを確
認し，必要に応じ，職員の応
援体制を構築するなどの措置
を講じる。 

活動支援室   

活動支援空間 

事務室② 
空調について：災害時に活動
する部屋 

倉庫② 防災倉庫を兼ねる 

その他 ― ― 
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具体的内容 

横浜地方検察庁業務継続計画 平成27 年11 月2 日（抜粋） 
 
想定する危機的事象の特定： 
都心南部直下地震（マグニチュード7.3） 
非常用発電機の必要稼働時間： 
非常用発電機の必要稼働時間は６時間 
食料，飲料水等の備蓄： 
食料，飲料水，簡易トイレ，医薬品等生活に必要な物品の備蓄に関し，非常参集
対象者等については発災後１週間の活動を，上記以外の職員等については発災後
３日間の活動を念頭に置いて計画的に行う。 
計画の発動： 
本計画は，原則，神奈川県内において，震度６強以上の首都直下地震が発生した
とき，自動的に発動するものとする。 
警戒態勢： 
職員は，原則，神奈川県内において，震度５弱以上震度６弱以下の地震が発生し
たときは，警戒態勢とし，本計画(発災時の行動)が遂行可能な体制を保つ。 
参集職員の待機・宿泊場所： 
参集職員の待機･宿泊場所については，災害対策本部が，庁舎等の被害状況等を
勘案した上で決定する。 

コ その他 
施設整備及び維持管理・運営業務について民間事業者を募集するにあたり、他の
公募資料及び本資料で読み取れない内容で特に留意すべき内容があれば記載し
てください。 
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法務省 横浜保護観察所（③横浜保護観察所） 

ア 
業務の概要 
 

当官署は神奈川県（横浜地方裁判所管内）を管轄し、犯罪をした人又は非行のあ
る少年が，実社会の中で更生するように指導監督及び補導援護を行う保護観察の
ほか、生活環境の調整、更生緊急保護、恩赦の上申、犯罪予防活動、医療観察の
業務、被害者支援にあたっている。 
神奈川県内の保護司、更生保護女性会員、ＢＢＳ会員及び協力雇用主の方々並び
に更生保護施設４施設と共に更生保護の諸活動を展開している。 

参考URL:http://www.moj.go.jp/hogo1/soumu/hogo_k_yokohama_yokohama.html 

イ 入居予定職員数 （常勤）61 名、（非常勤）12 名（内災害対策職員） 名  

ウ 
現状の外来者数
及び来庁車両台
数 

外来者数： （１日平均）約 70 名、（１日最大）約 250 名    
最大の時期／時間帯：6,9,12,3 月頃／10 時～16 時頃 
概ねの滞在時間：3時間程度 
来庁車両台数：（１日平均）20 台／日 （１日最大）30 台／日 

エ 勤務時間 
※参考資料５－４「入居官署毎の勤務時間、諸室毎の業務実施時間帯及び立入り
の制限等」参照 

オ ２４時間勤務の状況
※参考資料５－４「入居官署毎の勤務時間、諸室毎の業務実施時間帯及び立入り
の制限等」参照 

カ 
日曜日祝日開庁の状
況 

※参考資料５－４「入居官署毎の勤務時間、諸室毎の業務実施時間帯及び立入り
の制限等」参照 

キ 
会議の開催状況 
(主なもの) 

会議名称・種類等 人数 
時間(1 回当た
り) 

開催頻度（回／
年） 

引受人会 
150 
～200 

4 2 

事務担当者会議 200 3 1 

処遇基礎力強化研修 150 6 1 

指導力強化研修 140 7 1 

“社会を明るくする運動”神
奈川県推進委員会 

250 2 1 

保護司特別研修 120 3 1 

更生保護女性会新会員研修 110 3 1 

新任保護司研修 70 6 時間×2日間 2 

ク 
エントランスホ
ール等の共用部
利用の有無 

無し 

ケ 災害時の活動 

災害時の業務継続計画 
非常時優先業務、等の有無

策定されていな
い 
 

― 

活動拠点室 ― ― 

活動空間 

所長室，次長室，
企画調整課，処
遇部門・社会復
帰調整官室 

（所長室，次長室） 
災害時に指揮，指令，会議等
を行うための拠点となる室 
（企画調整課，処遇部門・社
会復帰調整官室） 
情報収集や調整，業務の継続
のための拠点となる室 

活動支援室 ― ― 

活動支援空間 ― ― 

その他 ― ― 

具体的内容 

― 

コ その他  
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法務省 東京入国管理局横浜支局横浜港分室（④東京入国管理局横浜支局横浜港分室）

ア 
業務の概要 
 

当官署は、出入国管理業務の内、神奈川県内の海港から出入国する乗客・乗員の
上陸・出入国審査の業務及び不法入国の防止等水際対策に係る業務を行ってい
る。当官署窓口による手続き業務と接岸した船舶等に職員が出向いての手続きの
両方を行っている。 

 

イ 入居予定職員数 （常勤）9名 （20 名に増員予定）（非常勤）0名（内災害対策職員）0名  

ウ 
現状の外来者数
及び来庁車両台
数 

外来者数： （１日平均）約 20 名、（１日最大）約 40 名    
最大の時期／時間帯：3月頃／13 時～15 時頃 
概ねの滞在時間：20 分程度 
来庁車両台数：（１日平均）20 台／日 （１日最大）30 台／日 

エ 勤務時間 
※参考資料５－４「入居官署毎の勤務時間、諸室毎の業務実施時間帯及び立入り
の制限等」参照 

オ ２４時間勤務の状況
※参考資料５－４「入居官署毎の勤務時間、諸室毎の業務実施時間帯及び立入り
の制限等」参照 

カ 
日曜日祝日開庁の状
況 

※参考資料５－４「入居官署毎の勤務時間、諸室毎の業務実施時間帯及び立入り
の制限等」参照 

キ 
会議の開催状況 
(主なもの) 

会議名称・種類等 人数 時間(1 回当たり) 開催頻度（回／年）

ＣＩＱＰＣ会議 8 1 1 

    

    

    

ク 
エントランスホ
ール等の共用部
利用の有無 

― 

ケ 災害時の活動 

災害時の業務継続計画 
非常時優先業務、等の有無

  

活動拠点室   

活動空間   

活動支援室 ― ― 

活動支援空間   

その他 ― ― 

具体的内容 

非常用発電機の必要稼働時間： 
24時間程度 
 

コ その他  
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財務省 横浜税関（⑤横浜税関） 

ア 
業務の概要 
 

税関は、輸出入が禁止・規制されている物品に対する水際での監視取締業務、輸
入申告された貨物等に係る関税や内国消費税等の徴収業務、貿易円滑化を促進す
る体制整備等の業務を行っている。  
このうち、新庁舎に入居を予定している機能としては、大きく一般事務（窓口業
務有）、分析事務（分析・実験室）、貨物旅具の検査場、武道場の4機能となっ
ている。 

参考URL:http//www.customs.go.jp 

イ 入居予定職員数 （常勤）146 名、（非常勤）0名（内災害対策職員）約 60 名 

ウ 
現状の外来者数
及び来庁車両台
数 

外来者数： （１日平均）約 100 名、（１日最大）約 150 名 
最大の時期／時間帯： 9 時～11 時頃 
概ねの滞在時間：20 分程度 
来庁車両台数：（１日平均）80 台／日 （１日最大）100 台／日 

エ 勤務時間 
※参考資料５－４「入居官署毎の勤務時間、諸室毎の業務実施時間帯及び立入り
の制限等」参照 

オ ２４時間勤務の状況
※参考資料５－４「入居官署毎の勤務時間、諸室毎の業務実施時間帯及び立入り
の制限等」参照 

カ 
日曜日祝日開庁の状
況 

※参考資料５－４「入居官署毎の勤務時間、諸室毎の業務実施時間帯及び立入り
の制限等」参照 

キ 
会議の開催状況 
(主なもの) 

会議名称・種類等 人数 時間(1 回当たり) 開催頻度（回／年）

内部に対する会議、説明会
等 

18 ～
44 

3～7.75 1～30 回（計 57 回）

外部に対する会議、説明会
等 

11 ～
100 

2～7.75 1～１１回（計 33回）

ク 
エントランスホ
ール等の共用部
利用の有無 

― 

ケ 
災害時の活動 
 
 

災害時の業務継続計画 
非常時優先業務、等の有無

策定されている 
 

 

活動拠点室   

活動空間 

事務室、次長室、
事務室（分析）、
事務室（業務部
特別通関部門）、
化学分析室、物
理分析室、Ｘ線
分析室、てんび
ん室、LC 及び
LC/MS 室、GC 及
び GC/MS 室、Ｄ
ＮＡ分析室、溶
剤実験室 

 

活動支援室 ― ― 

活動支援空間 
 

コンピューター
室、分析試料保
管室、試薬・溶
剤保管室、金庫
室 

 

その他 ―  

具体的内容 

業務継続計画（案） 
横浜税関の防災機能整備として、次のものが必要。 
・自家発電機 
非常時優先業務の早期復旧・継続させるため（業務は継続性を有するものである
ため）、72時間稼働できる自家発電機。 
・災害時優先電話回線、ダイアルアップ回線 
災害時に確実な連絡手段（電話、インターネットメール）を確保する（次長室に
設置（PFI事業外））。 

コ その他  
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国税庁 東京国税不服審判所 横浜支所（⑥東京国税不服審判所横浜支所）  

ア 
業務の概要 
 

国税不服審判所は、国税に関する法律に基づく処分（更正・決定や差押えなど）
についての審査請求に対する裁決を行う機関（国税庁の特別の機関）である。 
税務行政部内における公正な第三者的機関として、納税者の正当な権利利益の

救済を図るとともに、税務行政の適正な運営の確保に資することを使命とし、税
務署長等と審査請求人との間に立つ公正な立場で審査請求事件を調査・審理して
裁決を行っている。 
このうち当官署は神奈川県内を分掌している 

参考URL:http://www.kfs.go.jp/ 

イ 入居予定職員数 （常勤）12 名（内災害対策職員）４名 

ウ 
現状の外来者数
及び来庁車両台
数 

外来者数： （１日平均）約２名、（１日最大）約４名    
最大の時期／時間帯：不特定／13 時～17 時頃 
概ねの滞在時間：２時間程度 
来庁車両台数：（１平均）１台／日 （１日最大）２台／日 

エ 勤務時間 
※参考資料５－４「入居官署毎の勤務時間、諸室毎の業務実施時間帯及び立入り
の制限等」参照 

オ ２４時間勤務の状況 
※参考資料５－４「入居官署毎の勤務時間、諸室毎の業務実施時間帯及び立入り
の制限等」参照 

カ 
日曜日祝日開庁の状
況 

※参考資料５－４「入居官署毎の勤務時間、諸室毎の業務実施時間帯及び立入り
の制限等」参照 

キ 
会議の開催状況 
(主なもの) 

会議名称・種類等 人数 時間(1 回当たり) 開催頻度（回／年）

部内研修 12 ２ 数回 

    

    

ク 
エントランスホ
ール等の共用部
利用の有無 

無し 

ケ 
災害時の活動 
 

災害時の業務継続計画 
非常時優先業務、等の有無

策定されている 
 

 

活動拠点室 ― ― 

活動空間 
 

支所長室、 
合議室、 
事務室 

活動内容： 
①災害関係法令、国税庁防災
業務計画に基づいて、審判所
が行う災害応急対策及び災害
復旧を推進するための施策の
総合調整に関すること。 
②非常災害に関する情報の収
集及び伝達に関する事務の総
括に関すること。 
③東京国税不服審判所災害対
策本部等その他関係機関との
連絡調整に関すること。 
④災害対策本部の庶務 

活動支援室 ― ― 

活動支援空間 ― ― 

その他 ― ― 

具体的内容 

― 

コ その他 ― 
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国税庁 東京国税局 横浜中税務署（⑦横浜中税務署） 

ア 
業務の概要 
 

税務署は、国税庁や国税局の指導監督の下に、国税の賦課徴収を行う第一線の執
行機関である。 
具体的な業務は国税局の所掌事務の内、内国税の賦課及び徴収、税理士制度の運
営、酒税の保全並びに酒類業の発達・改善及び調整、酒類に係る資源の有効な利
用の確保、印紙の模造の取締、税務署の所掌業務に係る国際協力等を行っている。

参考URL:https//www.nta.go.jp 

イ 入居予定職員数
（常勤）268 名、（非常勤）通常期 28 名 確定申告期 64 名、（内災害対策職員）
32 名 

 
 

現状の外来者数
及び来庁車両台
数 

外来者数： （１日平均）通常期 70 名・確定申告期 300 名、（１日最大）通常期
100 名・確定申告期 400 名 
最大の時期／時間帯：3月頃／9時～11 時頃 
概ねの滞在時間：申告相談 40 分程・提出 10 分程・説明会 2時間程 
来庁車両台数：（１日平均）通常期 40 台／日 （１日最大）通常期 60 台／日 

エ 勤務時間 
※参考資料５－４「入居官署毎の勤務時間、諸室毎の業務実施時間帯及び立入り
の制限等」参照 

オ ２４時間勤務の状況
※参考資料５－４「入居官署毎の勤務時間、諸室毎の業務実施時間帯及び立入り
の制限等」参照 

カ 
日曜日祝日開庁の状
況 

※参考資料５－４「入居官署毎の勤務時間、諸室毎の業務実施時間帯及び立入り
の制限等」参照 

キ 
会議の開催状況
(主なもの) 

会議名称・種類等 人数 時間(1 回当たり) 開催頻度（回／年）

大会議室 - 半日から終日 180 

中会議 - 半日から終日 195 

小会議室 - 半日から終日 120 

ク 
エントランスホ
ール等の共用部
利用の有無 

毎月末に法人税確定申告書の一括提出会場を設置（県・市合同） 

ケ 災害時の活動 

災害時の業務継続計画 
非常時優先業務、等の有無

策定されている 
 

『「東京国税局災害対応マニ
ュアル」の制定（事務運営指
針）』による。 

活動拠点室 ― ― 

活動空間 

署長室 
活動内容： 
①災害関係法令、国税庁防災
業務計画に基づいて、税務署
の行う災害応急対策及び災害
復旧を推進するための施策の
総合調整に関すること。 
②災害に関する情報の収集及
び伝達に関する事務の総括に
関すること 
③局災害対策本部等その他関
係機関との連絡調整に関する
こと。 

応接室 

活動支援室 ― ― 

活動支援空間 事務室（総務課） 災害対策本部の庶務 

その他 ― ― 
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具体的内容 

東京国税局災害対応マニュアルの制定 (事務運営指針)平成29年7月5日（抜粋）
 
災害対策本部の整備 
設置基準：税務署管内において震度６弱以上の地震が観測された場合又は気象庁
から、税務署管内に特別警報が発表された場合、災害対策本部を設置する。 
 
設置場所：災害対策本部は、署長室又は署長応接室に設置するが、署庁舎周辺が
被災した場合において、署長の判断により、他の場所に設置することが適当と認
められる場合には、局災害対策本部と協議の上、災害対策本部の設置場所を決定
する。 
 
事務局の設置：災害対策本部が設置された場合は、災害対策本部の庶務を行う部
署として、総務課内に事務局を設置する。 

コ その他  
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厚生労働省 横浜検疫所（⑧横浜検疫所） 

ア 業務の概要 

横浜検疫所では、検疫感染症及び国民の健康に重大な影響を及ぼす感染症の侵
入を防止するため、海外から来航する船舶及び航空機に対して検疫を行ってい
る。感染症に罹患している疑いのある人が乗船又は搭乗している場合は、診察の
上、必要に応じて隔離、停留、消毒等の措置を行う。また、南米等黄熱リスク国
に渡航するために必要とする黄熱ワクチンの接種を実施し、海外渡航者や医療機
関に対して海外の感染症情報の提供を行うほか、電話相談にも応じている。さら
に、港湾区域においては、感染症を媒介する蚊、ねずみ族等の生息状況及び病原
体の保有調査を定期的に行っている。 
一方、販売又は営業上使用する輸入食品に対しては、食品衛生法に基づく審査

を行い、検査が必要と判断された食品等については、検査命令、行政検査又はモ
ニタリング検査を行っている。その結果、食品衛生法に違反していることが判明
した食品等については、廃棄又は積戻しなどの措置を採るよう指導を行うととも
に、輸入者や関係事業者に対し、食品等の輸入前相談を行っている。また、食品
等の輸入手続に際して必要となる機能を円滑に利用できる運用管理に努めてい
る。さらに、輸入食品・検疫検査センターにおいては、輸入食品の検査や感染症
に係る病原体等の検査を行い、神戸検疫所の同センターと共に検疫所における検
査の中心的役割を担っている。 
なお、当官署は、主に一般事務室、予防接種室及び検査室等から構成されてい

る。 

参考URL:http//www.forth.go.jp/keneki/yokohama/ 

イ 入居予定職員数 （常勤）93 名、（非常勤）10 名（内災害対策職員）－名  

ウ 
現状の外来者数
及び来庁車両台
数 

外来者数： （１日平均）約 30 名、（１日最大）約 70 名 
最大の時期／時間帯：1月～２月頃 
概ねの滞在時間：15 分～1 時間 
来庁車両台数：（１日平均）24 台／日 （１日最大）32 台／日 

エ 勤務時間 
※参考資料５－４「入居官署毎の勤務時間、諸室毎の業務実施時間帯及び立入り
の制限等」参照 

オ ２４時間勤務の状況
※参考資料５－４「入居官署毎の勤務時間、諸室毎の業務実施時間帯及び立入り
の制限等」参照 

カ 
日曜日祝日開庁の状
況 

※参考資料５－４「入居官署毎の勤務時間、諸室毎の業務実施時間帯及び立入り
の制限等」参照 

キ 
 

会議の開催状況
(主なもの)  

会議名称・種類等 
人
数 

時間(1 回当たり) 開催頻度（回／年）

横浜港協議会総会 35 1 1 

横浜港協議会感染症担当者会
議 

40 1.5 2 

横浜港協議会衛生管理担当者
会議 

20 1.5 1 

保健衛生フォーラム 90 2.5 1 

検疫衛生業務に関する説明会 50 2 1 

輸入食品監視業務説明会 100 2 2 

検査センター業務管理調整会
議 

25 6 2 

ク 
エントランスホ
ール等の共用部
利用の有無 

毎年８月中旬頃に開催している施設公開において、受付や展示等の場所として
エントランスホール等を利用し、検疫資料館も公開している（平成 28 年度の来
場者は約 400 人）。 
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ケ 災害時の活動 

災害時の業務継続計画 
非常時優先業務等の有無 

策定されてな
い 

－ 

活動拠点室 － － 

活動空間 － － 

活動拠点支援室 － － 

活動支援空間 － － 

その他   

具体的内容 

― 

コ その他 

【検疫感染症危機管理対応】新型インフルエンザ等の感染症が国外で発生し、WHO
（世界保健機関）がフェーズ４を宣言した場合、当該感染症を国内に侵入させな
いため、その対応の指示等を行う感染症危機管理対策本部を設置し、「新型イン
フルエンザ等対策特別措置法」に基づき、新型インフルエンザ等に対する対策の
強化を図り、もって新型インフルエンザ等の発生時において国民の生命及び健康
を保護し、並びに国民生活及び国民経済に及ぼす影響が最少となるよう対応を行
う。 
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厚生労働省 神奈川労働局 横浜公共職業安定所（⑨横浜公共職業安定所） 

ア 
業務の概要 
 

公共職業安定所は、求職者に職業紹介等を行うとともに、雇用保険の受給手続き、
求人の受理などの業務を行っている。 
具体的に当官署が行う業務は、一般職業紹介業務、障害者や学卒者等専門的な職
業紹介業務、求人の受付業務、各種助成金の申請受理・案内業務、事業所に対す
る雇用指導業務、事業所の雇用保険の加入等の手続き業務、雇用保険失業給付の
支給等の業務である。 

参考URL: http://kanagawa-hellowork.jsite.mhlw.go.jp/list/marumaru.html 

イ 入居予定職員数 （常勤）83 名、（非常勤）103 名（内災害対策職員）0名   

ウ 
現状の外来者数
及び来庁車両台
数 

外来者数： （１日平均）約 1000 名、（１日最大）約 1615 名    
最大の時期／時間帯：４～6月頃／10 時～15 時頃 
概ねの滞在時間：１時間程度 
来庁車両台数：（１日平均）3台／日 （１日最大）10 台／日 

エ 勤務時間 
※参考資料５－４「入居官署毎の勤務時間、諸室毎の業務実施時間帯及び立入り
の制限等」参照 

オ ２４時間勤務の状況
※参考資料５－４「入居官署毎の勤務時間、諸室毎の業務実施時間帯及び立入り
の制限等」参照 

カ 
日曜日祝日開庁の状
況 

※参考資料５－４「入居官署毎の勤務時間、諸室毎の業務実施時間帯及び立入り
の制限等」参照 

キ 
会議の開催状況
(主なもの) 

会議名称・種類等 人数 時間(1 回当たり) 開催頻度（回／年）

幹部会議 20 2 時間程度 12 回 

マッチング会議 10 1 時間程度 50 回 

はろーわーく講座（少人数
セミナー） 

10 3 時間程度 50 回 

福祉セミナー 25 1 時間 30 分程度 60 回 

ミニ面接会 15 2 時間程度 40 回 

ク 
エントランスホ
ール等の共用部
利用の有無 

情報発信スペース、繁忙期の待合スペース 

ケ 災害時の活動 

災害時の業務継続計画 
非常時優先業務、等の有無

策定されていな
い 

― 

活動拠点室 ― ― 

活動空間 ― ― 

活動支援室 ― ― 

活動支援空間 ― ― 

その他 ― ― 

具体的内容 

― 

コ その他 
会議室の開催状況： 
幹部会議は専有部分の所長室で開催されます。その他会議等については、専有部
分の大会議室、状況に応じて共用会議室を利用予定。 
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農林水産省 横浜植物防疫所 植物防疫所研修センター（⑩植物防疫所研修センター）

ア 
業務の概要 
 

植物防疫所では、我が国の植物に被害をもたらす海外からの病害虫の侵入を未然
に防ぐため、全国の海港や空港で輸入検疫を行っている。 
具体的には、書面検査のみならず現物を検査し、必要な措置を講じている。これ
ら植物検疫業務を遂行する植物防疫官には、植物学、応用昆虫学、植物病理学、
植物防疫行政などの広範な専門知識及び技術が要求される。 
当官署は主に植物防疫官に向けての各種研修を行っている。 
植物防疫官を対象とした研修については、ほとんどの科目において、座学より実
験･実習を主としており、そのための施設・設備を擁している。 

参考URL:http//www.maff.go.jp/pps/ 

イ 入居予定職員数 （常勤）3名、（非常勤）0名（内災害対策職員）１名 

ウ 
現状の外来者数
及び来庁車両台
数 

外来者数： （１日平均）約 2名、（１日最大）約 60 名    
最大の時期／時間帯：12 月頃／8時～17 時頃 
概ねの滞在時間：１時間程度 
来庁車両台数：（１日平均）1台／日 （１日最大）3台／日 

エ 勤務時間 
※参考資料５－４「入居官署毎の勤務時間、諸室毎の業務実施時間帯及び立入り
の制限等」参照 

オ ２４時間勤務の状況
※参考資料５－４「入居官署毎の勤務時間、諸室毎の業務実施時間帯及び立入り
の制限等」参照 

カ 
日曜日祝日開庁の状
況 

※参考資料５－４「入居官署毎の勤務時間、諸室毎の業務実施時間帯及び立入り
の制限等」参照 

キ 
会議の開催状況 
(主なもの) 

会議名称・種類等 人数 時間(1 回当たり) 開催頻度（回／年）

植物防疫官試験 30 8 2 

    

ク 
エントランスホ
ール等の共用部
利用の有無 

無 

ケ 
災害時の活動 
 

災害時の業務継続計画 
非常時優先業務、等の有無

策定されていな
い 

― 

活動拠点室 該当なし ― 

活動空間 ― ― 

活動支援室 ― ― 

活動支援空間 ― ― 

その他 ― ― 

具体的内容 

― 

コ その他  
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経済産業省 関東経済産業局 横浜通商事務所（⑪横浜通商事務所） 

ア 
業務の概要 
 

当官署は、外国為替及び外国貿易法に基づく輸出入に係る許可、承認及び確認等
の窓口業務を行っている。 
また、関税暫定措置法に基づく関税割当証明書の発給業務を行っている。 

参考URL:http//www.kanto.meti.go.jp 

イ 入居予定職員数 （常勤）4名、（非常勤）0名（内災害対策職員）3名   

ウ 
現状の外来者数
及び来庁車両台
数 

外来者数： （１日平均）約 10 名、（１日最大）約 100 名    
最大の時期／時間帯：4月初旬頃／9時～16 時頃 
滞在時間：30 分程度 
来庁車両台数：（１日平均）5台／日 （１日最大）30 台／日 

エ 勤務時間 
※参考資料５－４「入居官署毎の勤務時間、諸室毎の業務実施時間帯及び立入り
の制限等」参照 

オ ２４時間勤務の状況
※参考資料５－４「入居官署毎の勤務時間、諸室毎の業務実施時間帯及び立入り
の制限等」参照 

カ 
日曜日祝日開庁の状
況 

※参考資料５－４「入居官署毎の勤務時間、諸室毎の業務実施時間帯及び立入り
の制限等」参照 

キ 
会議の開催状況 
(主なもの) 

会議名称・種類等 人数 時間(1 回当たり) 開催頻度（回／年）

横浜通商機関連絡会 10 1 2 

関税割当申請受付 100 6 3 

    

    

    

ク 
エントランスホ
ール等の共用部
利用の有無 

会議開催、関税割当申請受付場所（会議室名）の案内版の設置 

ケ 災害時の活動 

災害時の業務継続計画 
非常時優先業務、等の有無

策定されていな
い 

― 

活動拠点室 ― ― 

活動空間 ― ― 

活動支援室 ― ― 

活動支援空間 ― ― 

その他 ― ― 

具体的内容 

― 

コ その他 ― 
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国土交通省 関東地方整備局 横浜国道事務所（⑫横浜国道事務所） 

ア 
業務の概要 
 

当官署は、神奈川県内の一般国道の改修・維持・修繕・管理業務、広域幹線道路
網の調査計画や交通安全事業、電線共同溝事業等の業務を行っている。 
道路台帳の閲覧や特殊車両の通行許可申請などの窓口業務がある。 
管内の道路を24時間監視する道路情報室がある。 

参考http://www.ktr.mlit.go.jp/yokohama/ 

イ 入居予定職員数 （常勤）135 名、（非常勤）50 名（内災害対策職員）135 名    

ウ 
現状の外来者数
及び来庁車両台
数 

外来者数： （１日平均）約 100 名、（１日最大）約 150 名    
最大の時期／時間帯：3月頃／9時～18 時頃 
概ねの滞在時間：２時間程度 
来庁車両台数：（１日平均）40 台／日 （１日最大）50 台／日 

エ 勤務時間 
※参考資料５－４「入居官署毎の勤務時間、諸室毎の業務実施時間帯及び立入り
の制限等」参照 

オ ２４時間勤務の状況
※参考資料５－４「入居官署毎の勤務時間、諸室毎の業務実施時間帯及び立入り
の制限等」参照 

カ 
日曜日祝日開庁の状
況 

※参考資料５－４「入居官署毎の勤務時間、諸室毎の業務実施時間帯及び立入り
の制限等」参照 

キ 
会議の開催状況 
(主なもの) 

会議名称・種類等 人数 時間(1 回当たり) 開催頻度（回／年）

表彰式 50 3 1 

契約関係会議 30 2 24 

事業推進会議 50 3 3 

事業検討委員会 30 2 5 

事業調整会議 30 3 24 

意見交換会 60 2 4 

工事安全対策協議会 120 2 2 

総合評価審査分科会（総会） 40 2 2 

総合評価審査分科会（部会） 10 2 25 

    

    

ク 
エントランスホ
ール等の共用部
利用の有無 

―  

ケ 災害時の活動 

災害時の業務継続計画 
非常時優先業務、等の有無

策定されている 
 

横浜国道事務所業務継続計画
（案） 

活動拠点室 

災害対策室 

隣接（直接行き来）させる室：
道路情報室。隣接・近接させ
る室：道路情報室（後室）お
よび情報機器室 
※情報機器室より災害対策室
経由道路情報室へ多数の通信
ケーブルを敷設することとな
り、隣接させる必要がある 

道路情報室 
各種情報関係を管理・提供を
行う室 

活動空間 ― ― 
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電算室 
隣接（直接行き来）させる室：
道路情報機器室。近接させる
室：防災情報課執務室。 

情報機器室 

隣接（直接行き来）させる室：
電算室、災害対策室（災害対
策室から入退室可）。近接させ
る室:道路情報室。 

道路情報室 
隣接（直接行き来）させる室：
災害対策室。隣接・近接させ
る室：交通対策課。 

仮眠室 

通常休憩室を兼用とするが、
災害時は非常体制に入るため
職員が交代で仮眠をとるも
の。 

女子休養室 

女性職員の休養、体調不良時
に横になれる場所 
６畳の畳敷と収納スペースを
設置。 

活動支援空間 ― ― 

その他 

設置希望階 

災害等の非常時の際は危機管
理体制上、災害対策本部を設
置するため津波等の被害等を
考慮すると上層階（海抜４．
９ｍを超える階層）を確保し

災害対策用機器
操作訓練 

事業計画地内、又は近隣で災
害対策用機器操作訓練の実施
を検討。 

携帯電話 

衛星携帯電話を使用している
ので、災害対策室より、南西
方向が見通せるか、屋上への
配管が必要となる（衛星アン
テナ別置のため）。 

非常用発電機 

道路情報室、災害対策室、電
算室、情報機器室、無線室、
特殊車両申請室の電源につい
てはフルバックアップとす
る。 

防災業務連携 

合同庁舎に３事務所共用の会
議室を設置する。 
使用目的：支部合同の会議室、
災害時の記者会見室 

機器の耐震・免
震 

基準: 電気通信設備工事共通
仕様書に基づくものとする。 
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  具体的内容 

横浜国道事務所業務継続計画（ 案） 
 
・対象とする災害： 
本計画では、横浜国道事務所管内、または東京２３区内で震度６弱以上を観測し
た地震を対象とする。 
①都心南部直下地震 
②横浜市直下地震 
③三浦半島断層群の地震 
④伊勢原断層帯の地震 
 
・自家発電機： 
災害時に停電した場合は非常用電源で電気が供給され、災害発生後３日は自立し
て活動できるように、非常用電源が稼働できる燃料を確保。 
 
・備蓄について（食糧、衛生用品、什器等）： 
１．備蓄（非常食、飲料水） 
備蓄食糧は、全職員が３日間活動できる分の食糧と飲料水を備蓄し、賞味期限を
管 
理して適宜更新する。 
 
２．備蓄（衛生用品、什器等） 
全職員が、交代で勤務する際に使用する衛生用品、什器等を備蓄する。 
 
・備蓄資機材について： 
１．車両等の状況 
事務所所有の車両は、緊急通行車両として神奈川県公安委員会へ事前に届け出
し、適宜更新する。 
 

コ その他 ― 
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国土交通省 関東地方整備局 京浜港湾事務所（⑬京浜港湾事務所) 

ア 業務の概要 

当官署は、横浜港・川崎港・横須賀港において、港湾の整備、利用、保全及び
管理等に関する業務を行っている。 
工事等の公共調達を多く実施しており、年間を通して工事関係者等の出入りが

多い。また、発災時には、港湾施設の復旧・支援等の災害対策活動を行っている。
その他、窓口業務はないが、主に教育機関（小学校～大学等）を対象とした現

場見学の受入れも行っている。 

参考URL: http://www.pa.ktr.mlit.go.jp/keihin/index.html 

イ 入居予定職員数 （常勤）74 名、（非常勤）11 名（内災害対策職員）74 名    

ウ 
現状の外来者数
及び来庁車両台
数 

外来者数： （１日平均）約 25 名、（１日最大）約 100 名    
最大の時期／時間帯：1、4、7、12 月頃／10 時～12 時頃 
概ねの滞在時間：１時間程度 
来庁車両台数：（１日平均）9台／日 （１日最大）27 台／日 

エ 勤務時間 
※参考資料５－４「入居官署毎の勤務時間、諸室毎の業務実施時間帯及び立入り
の制限等」参照 

オ ２４時間勤務の状況
※参考資料５－４「入居官署毎の勤務時間、諸室毎の業務実施時間帯及び立入り
の制限等」参照 

カ 
日曜日祝日開庁の状
況 

※参考資料５－４「入居官署毎の勤務時間、諸室毎の業務実施時間帯及び立入り
の制限等」参照 

キ 
会議の開催状況 
(主なもの) 

会議名称・種類等 人数 時間(1 回当たり) 開催頻度（回／年）

    

    

ク 
エントランスホ
ール等の共用部
利用の有無 

会議等の受付場所として、入居フロア前面の共用部（廊下）利用あり。 

ケ 災害時の活動 

災害時の業務継続計画 
非常時優先業務、等の有無

策定されている 
 

「京浜港湾事務所業務継続計
画」による。 

活動拠点室 

災害対策室 

発災時における災害応急対策
活動を行う拠点として、災害
対策支部の継続すべき業務を
行う。 
大型映像表示装置、カメラ会
議システムを設置予定。 

一般事務室（１）
一般事務室（２）
 

一般業務のうち重要な業務を
継続して行う室。 
また、本局機能をバックアッ
プする場合、災害対策室を補
完する室として使用する。 

活動空間 上記、活動拠点室に同じ 

活動支援室 

災害対策調整室 

使用目的：発災時において、
現場対策班用（復旧協力業者
との調整等）の災害対策室の
連携室として、低層階に設置。
平時においては会議室として
利用する。人の常駐はない。 
24 時間勤務：災害対応時は 24
時間。 

災害対策倉庫 
使用目的：災害対策用備品の
保管倉庫として利用する。人
の常駐はない。 
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災害対策準備室 

使用目的：TEC-FORCE 隊員派遣
の準備及び外部応援要員の受
入等を行う。平時において人
の常駐はない。 
24 時間勤務：災害対応時は 24
時間。 

情報機器室 

発災時における災害応急対策
活動を行うために必要な通信
機能を確保する。 
一般業務のうち重要な業務を
継続して行うために必要な通
信機能を確保する。 

電算室 
一般業務のうち重要な業務を
継続して行うために必要な
室。 

所長室 

本局機能をバックアップする
場合、災害対策室を補完する
室として使用する。カメラ会
議システムを設置予定。 

宿直・仮眠室 

使用目的：夜間工事、災害対
策、工事事故等の際の職員休
憩・仮眠用の部屋として利用。
平常時において、人の常駐は
ない。 

運転手・船員詰
所 

発災時や夜間工事がある場合
は 24 時間利用することもあ
る。 

活動支援空間 上記、活動支援室に同じ 

その他 

24 時間勤務の状
況 

通常時は 24 時間勤務なし 

設置希望階 

３～４階を希望する。上層階
だと災害時等 EVが使用できな
い可能性があり支障が生じる
と考える。 

駐車場 
災害対応車両は津波の浸水高
さ以上に設置 

防災業務連携 

合同庁舎に３事務所共用の会
議室を設置する。 
使用目的：支部合同の会議室、
災害時の記者会見室 

材料等保管につ
いて 

災害時を含め修補する材料等
の保管は必要ない。 
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  具体的内容 

京浜港湾事務所業務継続計画 平成29年4月（抜粋） 
※現在の庁舎（横浜地方合同庁舎）の基準より現庁舎固有の要素を除き整理 
対象とする災害： 
首都直下を震源とするマグニチュード７クラスの地震、「首都直下地震」により
東京都２３区内で震度６弱以上を観測した場合。 
備蓄食料、什器備品等： 
備蓄食料は、全職員が７日間活動できる分の食糧と飲料水を備蓄する。 
寝具衛生等什器備品： 
全職員が交代で勤務する際に利用する寝具とトイレを準備する。通常の設備が復
旧するまで、備蓄資材で衛生的でかつ健康的な職場環境を保持する。 
事務機器等什器備品: 
災害時においても災害対応業務に必要な設備・機器・什器備品等が確保できる体
制を整える。 
非常用電源設備（庁舎機能の確保）： 
災害時に停電した場合は、非常用電源で電気が供給される。災害発生後３日は自
立して活動できるように、非常用電源が稼動できる燃料を確保する。 
通信手段の確保： 
災害時でも通信可能な通信手段を複数配備する。港湾空港班等との通信網を確保
するために、災害時でも通信可能な通信手段を複数配備する。（災害時優先電話、
災害時優先携帯電話、衛星携帯電話） 
通行車両の事前届け： 
緊急通行車両として神奈川県公安委員会に事前届けを行う。 

コ その他  
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国土交通省 関東地方整備局 横浜営繕事務所（⑭横浜営繕事務所） 

ア 
業務の概要 
 

当官署は、神奈川県内に所在する国家機関の建物等の営繕工事の実施及び保全の
実地指導を行っている。 
具体には管内施設の状況調査、整備、修繕計画の立案、工事の企画、設計、発注、
監理等の実務を行っている。 

参考URL:http://www.ktr.mlit.go.jp/yokohamaez/ 

イ 入居予定職員数 （常勤）15 名、（非常勤）1名（内災害対策職員）13 名   

ウ 
現状の外来者数
及び来庁車両台
数 

外来者数： （１日平均）約５名、（１日最大）約 1０名    
最大の時期／時間帯：３月頃／１０時～１７時頃 
概ねの滞在時間：２時間程度 
来庁車両台数：（１日平均）1台／日 （１日最大）５台／日 

エ 勤務時間 
※参考資料５－４「入居官署毎の勤務時間、諸室毎の業務実施時間帯及び立入り
の制限等」参照 

オ ２４時間勤務の状況
※参考資料５－４「入居官署毎の勤務時間、諸室毎の業務実施時間帯及び立入り
の制限等」参照 

カ 
日曜日祝日開庁の状
況 

※参考資料５－４「入居官署毎の勤務時間、諸室毎の業務実施時間帯及び立入り
の制限等」参照 

キ 
会議の開催状況 
(主なもの) 

会議名称・種類等 人数 時間(1 回当たり) 開催頻度（回／年）

保全地区連絡会議 50 4 1 

工事安全協議会会 50 4 1 

BIMMS-N 説明会 30 4 2 

工事・業務打ち合わせ 10 4 48 

契約関係打ち合わせ  5 1 10 

ク 
エントランスホ
ール等の共用部
利用の有無 

―  

ケ 災害時の活動 

災害時の業務継続計画 
非常時優先業務、等の有無

策定されている 
 

「関東地方整備局横浜営繕事
務所業務継続計画」による。 
（改訂作業中） 

活動拠点室 

所長室（災対室）

災害対策に関する指令、作戦、
最終判断を行う。 
打合せ室と移動間仕切りで仕
切り、災害時は仕切りを無く
して災害対策室として使用で
きるようにする。 

打合せ室（災対
室） 

防災上の調整、復旧体制の立
案を行う。 
所長室と移動間仕切りで仕切
り、災害時は仕切りを無くし
て災害対策室として使用でき
るようにする。 

活動空間   

活動支援室 

事務室（災対支
援室） 

所長室（災対室）、打合せ室
（災対室）、災害待機室と連
携。 

書庫・倉庫 防災備蓄倉庫を兼ねる。 
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男子休養室・ロ
ッカー室 
（仮眠室・災対
待機室） 

災害時には畳に布団を敷いて

仮眠室として使用。 
隣接（直接行き来）させる室：
事務室 

女子休養室・ロ
ッカー室 
（仮眠室・災対
待機室） 

災害時には畳に布団を敷いて

仮眠室として使用。 
隣接（直接行き来）させる室：
事務室 

活動上重要な設備室 
電算室（サーバ
ー室） 

隣接（直接行き来）させる室：
事務室。近接させる室：所長
室、会議室。 
空調について：F（災害時に活
動する部屋）。 

活動支援空間   

その他 設置希望階 
窓口官署では無い事、防災対
応官署である事から、極力上
層階を要望。 

 
ＰＨＳ内線電話
機 

PHS を一般電話機として現在
使用。入居時は、固定電話を
設置予定。 

 
防 災 業 務 連 携
（関東地方整備
局共用会議室） 

合同庁舎に３事務所共用の会

議室を設置する。 
使用目的：支部合同の会議室、
災害時の記者会見室 

具体的内容 

関東地方整備局横浜営繕事務所業務継続計画 平成２６年５月（抜粋） 
※現在の庁舎（横浜地方合同庁舎）の基準より現庁舎固有の要素を除き整理。た
だし、入居時は、備蓄食料等の期間を７日間に見直す可能性がある。 
 
災害等の想定： 
本計画は、東京都２３区内で震度６弱以上を観測した場合を想定し計画を策定し
ている。また、横浜営繕事務所で震度６弱以上を観測した場合にも準用する。 
 
備蓄食糧、什器備品等備蓄食糧： 
備蓄食糧は、全職員が３日間活動できる分の食糧と飲料水を備蓄する。 
 
寝具衛生等什器備品： 
全職員が交代で勤務する際に利用する寝具とトイレを用意する。寝具に関して
は、現時点で５袋を確保している。トイレに関しては、支部庁舎屋上に容量２．
６ｔの高置水槽があり、全職員１５名が雑用水を１日３０ℓ使用したとして、５
日分以上は確保している。ただし、他官署使用を想定した場合は３日分となるた
め、節水に努める必要がある。簡易トイレについては２０セットを確保している。
 
事務機器等什器備品： 
災害時においても災害対策に必要な設備・機器・什器備品等が確保できる体制を
整える。設備通信手段の確保：災害時でも通信可能な通信手段を複数配備する。
現在配備している通信手段としては、通常のＮＴＴ回線、マイクロ回線のほか以
下のとおり。 
・ＮＴＴ災害時優先電話 ２台 （内１台についてはＦＡＸ兼用） 
・ＮＴＴDoCoMo 災害時優先電話（携帯電話）２台 

コ その他  
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海上保安庁 第三管区海上保安本部 横浜海上保安部（⑮横浜海上保安部） 

ア 
業務の概要 
 

テレビカメラによる航路入出航船舶の動静・港内外の状況の把握、電光文字式信
号板による港内における船舶の航行管制を行う。 
新庁舎への整備は通信等機械室であり、新庁舎における職員執務は無い。 

 

イ 入居予定職員数 （常勤）0名、（非常勤）0名（内災害対策職員）0名  

ウ 
現状の外来者数
及び来庁車両台
数 

外来者数：外来者無し 
来庁車両台数： 0 台／日 

エ 勤務時間 
※参考資料５－４「入居官署毎の勤務時間、諸室毎の業務実施時間帯及び立入り
の制限等」参照 

オ ２４時間勤務の状況
※参考資料５－４「入居官署毎の勤務時間、諸室毎の業務実施時間帯及び立入り
の制限等」参照 

カ 
日曜日祝日開庁の状
況 

※参考資料５－４「入居官署毎の勤務時間、諸室毎の業務実施時間帯及び立入り
の制限等」参照 

キ 
会議の開催状況 
(主なもの) 

会議名称・種類等 人数 時間(1 回当たり) 開催頻度（回／年）

無し    

    

    

    

    

ク 
エントランスホ
ール等の共用部
利用の有無 

―  

ケ 
災害時の活動 
 

災害時の業務継続計画 
非常時優先業務、等の有無

策定されていな
い 

― 

活動拠点室 ― ― 

活動空間 ― ― 

活動支援室 ― ― 

活動支援空間 ― ― 

その他 非常用発電機 
専用の発電機（７２時間）を
想定している。 

 発災時対応 

通常時と同様、無人施設とな
る。入室は定期点検時、機器
障害時のみ。 

具体的内容   

― 

コ その他  

 


